
 

 

※ 実務経験（見込）証明書の作成を依頼する際は、試験案内を提示する他、この記入要領もコピーして証

明権者に提出のうえ、交付を受けてください。 

｢『実務経験（見込）証明書』を作成される方へ｣ 

 

１ 実務経験証明書は、介護支援専門員実務研修受講試験の受験資格の有無を証する重要なものです。虚偽

又は不正の事実に基づいて登録を受けた者は、介護支援専門員の登録を消除する旨の規定が定められてい

るので留意してください。 

２ 受験申込者（個人開業者を除く。）が自署したもの、証明権限を有する者（長）の印（職印）のないも

の、訂正事項について証明権限を有する者の訂正印（職印）のないもの、修正液等の使用による訂正等は

証明書としては無効となります。 

３ 施設又は事業所等勤務先等の変更があった場合は、それぞれの実務経験証明書が必要です。 

４ 証明権限を有する者がこの実務経験証明書を作成する際は、試験案内や以下に注意し作成してください。 

① 「実務経験(見込)証明書の発行日」は、必ず記入してください。 

②  証明者欄の「公印」を押印すること。（代表者または施設長等の個人印は不可。）なお、証明内容を

訂正したい場合は、訂正内容を二重線で消し、公印を押印すること。個人開業者による自書の場合

は、受験申込者本人の印を押してください。 

③  「施設又は事業所名（法人名は記載不可）」「施設又は事業所の所在地」欄は、勤務時の内容で記入

してください。なお、｢施設又は事業所名（法人名は記載不可）」欄は法人名ではなく、受験申込者

が勤務した施設名等を記入してください。 

④  「証明区分」欄は、申込時に実務経験を満たしている、または異動・退職済の場合は、「実務経験

証明（確定）」に○をしてください。試験日前日までに実務経験を満たす予定の場合は、「見込証明」

に○をしてください。 

⑤  「現在の勤務状況」について、該当項目に○をしてください。（同一法人内で現在は別の事業所に

勤務している場合は、異動を選択してください。） 

⑥  「直接対人援助業務期間」欄は、受験申込者が要援護者に対する直接的な援助を行っていた期間を

記入してください。（育児休業期間、療養休業期間、介護休業期間等は除く。）また、業務期間の最

終日は、在職中の場合は証明日と一致させてください。ただし、実務経験見込証明書の場合は、試

験の前日までを見込みで記入することができます。 

※法定資格に基づく業務は、当該免許等の登録年月日以降の業務期間を記入してください。 

⑦  「うち業務従事日数」欄は、業務期間内において実際に相談･介護等の業務に従事した日数を 

記入し、休日、休暇、病気、休職、出張、研修等で業務に従事しなかった日数は除いてください。 

なお、一日の勤務時間が短い者の場合についても１日勤務したものとみなします。また、「約900日」、 

「概算900日」といった、あいまいな記載のものは受理しません。 

  ⑧   「業務内容」欄は、受験申込者の具体的な本来業務（「介護職員」、「生活相談員」、「医療社会事業

に従事する者」等）を記入してください。また、その業務は、資格名だけではなく、要援護者に対

する直接的な援助が、受験申込者の本来業務として明確に位置づけられていることを必要とします。 

      なお、対象となる介護業務は、身体介助であり、生活援助は含まれません。 

⑨  「事業・施設の種別」欄は、介護保険法に基づく事業（指定居宅サービス事業・指定居宅介護支援 

事業、地域密着型サービス等）の業務を行っている者を証明する場合は、「介護保険事業所番号」「指 

定年月日」を記入してください。
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